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0 伊藤 豪一 ( みずほ情報総研 ) , 月 羽扇上 雄 ( 政策研究大学院大 ) 。 
涼田 正明 ( 製品評価技術基盤機構 ) 

昨今の政策評価や 事業評価では、 アウトプ 、 ソト 評価以上に。 アウトカム ( アウトプ 、 ソト に含まれる価値 ) による評価の 必要性 

が 指摘されている ，しかしながら " 政策や事業の アウ ㌃カムを捉えることは 実務的に非常に 難 であ り、 十分に実践されてい 

るとほ言いがたい。 本研究では、 独立行政法人製品評価基盤機構㈹ 汀或 を封 熱こ " ①詳細な目 グ、 ソ クモ ヂル < 「 W 蒲葵。 ② 
業務 毎の アウトカム指標の 抽出、 ③アウトカム 評価の試行を 通じ。 実務的に利用可能な「 NiT 旺 アウトカムの 評価体系」を 作成 

した。 さ湖こ 、 肚記 取組みを通じ。 アウトカム評価のマネジメントにおける 利用方法について 考察した。 

  点を以下し示す。 
本研究におけるアウトプット、 アウトカム。 インパクトの 考え 鰯 成果を利用する ニーザ にとって役立つものであ り。 その 

方を以下に示すとともに。 その関係を図表 成果に⑬何ら 力、 の 便益を受けることができたか。 

㌻ プッ ㌻ : N 汀巳 業務の結果 " 又は結果の外形的 側   さらに " 社会全体に対してなんらかの 便益をあ たえるも 

    発表した論文教 ) 。 のであ ったか。 

8 アヴ ㌻カム : 成果の内容的側面 " 又は成果し含まれる 観 それらは。 組織の位置付け (N@TE としてのビジョン。 ミッ 

価値 ( 例 : 発表した論文の 質。             アウトカムは。 多く ション ) を 踏まえたものであ ったか。 
の場合直接把握することが 困難であ るため、 アウトプ 、 ソ ト 

の 活用状況等を「アウトカム 指標」として 把握することで ア 
ウ ㌃カムを評価する ( 御恩 @T ③の成果であ る論文が参照さ   に 設立された輸出絹織物検査所に 端を 
B インパク㌻ : アウトプッ㌻の 活用により生み 出される影響。 業務として実施してきた 歴 
ア 。 トプ、 ソト の利用者以覚にもおよぶ 社会的影響 " ぴ 国民生活の安定を 支える 

技術的な基盤の 整備を目的とりて 機関として、 最新の技術 
  清 報を効率的か つ 効果的に収集。 整理。 提供することを 通 

  某簗 における投入 寅轟 ( 予算・大奥、 栂 投など J 
じて " 我が国経済社会に 貢献する臼を 目的して レ、 る " 現在 

ぼ、 ぽ 信頼できる技術と 清韓をも拭こ " 「くらしとの 安全。 安 

，む 」に 薫 敵する。 B を基本理念とし、 ⑧ " ぐ イオテクノ む ジ ー " 

②化学物質管理、 ③適合性認定。 ③生活安全の 業務分野 

で 。 時代のニーズを L 。 ち 早くとらえ国民生活と 産業活動を 

っ なぐために。 技術宿報を評価し 広く社会に提供すること。 
および " 技術に基づいて 法律を執行し、 行政を支える 事を   
潮 ℡のような政策実施機関にと づて 、 その実施事業の 政 

策円的ず なむち当該機関の 役割に照らしだ ユーザ (= ズテ 

                        二国民、 産業界。 行政機 潮の ニ - ズに応えると 
図鼓 :  アぢト カムの考え しせ こが こ 言い換え目てる。 また。 ユーザに 対して業務成果 

の 説明憲任を有するか、 アウトカムをもって 説明することが     
適切に把握する ヒ で必要となる " 

引 こ役立ってむ 、 るのかを把握することで ア タトカムを評価す     
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が 。 経済活動を支える 技術的な基盤を 担 う 」 地 TE の アウ ㌻カ 
ムを " 実務的に把握し 適正に評価するためにほ、 各事業で 

の ユーずき 明示した ロジ、 ソタ モデルを用い、 定性的アウトカ 

ムと定量的アウトカムを 適切に組合せること、 アウトカム創出 

までのタイムラグを 考慮することが 重要であ る。 

のノ   

トに 含まれる価値 止 
捉えた。 NIT 何のような政策実施機関にとって、 その価値と 
は。 事業成果が、 そのステイクボルダにとってどのような 便 

益をもたらしたかと ンめ 事であ る。 ここで、 ステイクホルダ と @ ま 。 

狭くほその成果を 直接利用するユーザ、 広くば政策目的の 
照らし成果の 便益を享受する 者等。 当該事業に係る 政策 

立案者を含め、 事業成果の利用を 通じて政策目的を 達成 

する過程で係る 全ての肴であ るといえる。 したがって、 アウト 
カムを把握する 為には、 事業に係るステイタホルダを 明孫 、 

にし。 どのような便益を 享受しているかを 把握 

る，したがって、 事業の政策目的や 事業にお 
誌 し。 事業成果が、 その利用の連鎖を 

繰り返しながら 政策目的に至るまでの 流の中で。 誰が。 ど 
んな立場で、 どのように利用しているがを 明らかにする 必要 

があ る。 これにより。 ステイクホルダ 間の関係と成果の 利用 
についてのプロセスを モヂノレ < 比する " 

その上で。 各ステイクホルダが、 どのような便益を 得てい 

るかを考察し。 成果が生み出され 当該事業の目的に 至るプ 

ロセスのなかで、 粘 TR 成果の価値 ( アウトカム ) の流れを 把 
握 することができる。 

以上より、 刈 TR のステイクボルダを 明示した。 アクトカムの 
流れとステイクホルダの 関係を示すアクター べ一 スの ロジッ 

クモデルを利用することが、 実践的にアウトカムを 把握する 

為には有効であ るといえる。 

  
アウトカム評価を 試行し体系化し。 た ，概略を鱗 
N@T ヨの 業務分析を行い、 各事業のステイクホルダを 織   
議ゑ力、 ら 、 アクター べ一 スの ロジッ タ モデルを， @ 成する。 

作成した口、 ジ、 ンタモ ヂル から N@T 汀ニーザ にとっての プ リ 

、 ソト を考察することで アゃト カム指標を抽幽する。 

N@TE,co コ役割に照らした、 業務の市場における 位置づ 
けや意義について 当該分野に精通した 有識者 ( 学識 

経験者。 業界のオピニオンリ - ダ等 ; へのヒアリンバに 

より明らかするとと 糾こ 。 ⑧で立てた ぼ 、 ジンク モヂル の 見 

" 直しを行 う ，ここでは " 業務の本質的な 緬 値を把握する 

ために は 。 その価値を正当に 評価できる知見を 持った 

専門家 @ 「よる評価を 行㍉こ れ，は - 般的に定量評価が 

困難であ る " 

N@ ℡業務の アウ ㌃プットを利用する ニーザ にとっての利 

用価値や満足度などのアウトカム 指標について。 アン 

ケート等により 定性評価を把握する " また。 利用度合い 

を把握することで 数量的効果を 得る。 ここでは 

にとっての 刈 TR 業務の意義や。 市場ニーズが 

れ 。 今後の事業を 展開についての 示唆にとんだ 意見を 

取得することが 可能であ る " 

可能なもの ビ ついては、 ②③の結果に 文献や統計 デ 

一夕等を加味したコストベネフィットを ヰ きる。 

  5 ア 目守 メ @ す 。 

本研究を通じ。 実際にアウトカムを 測定するための " アウ 

トカム指標の 設定に当ってば。 以下の表にまとめられた 点 

を考慮する 必 、 要があ ることが 明 リセなった。 

N 汀巴 各事業について " ステイタホルダとの 関係につい 

て整理し " アクターべ ー スの ロジノタモヂル を作成した " そ 

の結果。 K@TRcD 成果が産出され 市場で利用されるまでの 
プロセスを。 成果の利用の 流れとして「直列型 ( 短 段階。 多 

段階㍉「並列型」「複雑型 に 整理することができた ，以下 

にその概要を 示し " 「複雑 % 巨 @ ㈹ロジンタモ ヂ 凡例を図表 3 

@ こ 示す ， 

  



8 直列型 いることへの 評価が高く 、 他に N ℡の位置付けそのもの 
N は E 成果の利用が 直接的に前場で 利用される 短 段階 への評価、 N@ 河独自の取り 組みに対する 評価が得られた。 
の 分譲 先 企業が。 製品製造の効率化に 直接利用 

するなど ) と 、 NITE の直接的な ユーザ ( 一次ュ一 ザ ) を 通 
じてではなく。 -- 次ニーザの 顧客 ( 二次 ヱ 

間接的に市場に 作用する 他 段階型㈹ 汀 

た 事業者 ( 一次 ユーザ ) が。 彼らの顧客 ( 二次 
ゴマ一夕等を 与え。 ニ次ニーザが 『 ゴマ 一夕入りの製品を 

市場で販売する 場合など ) に分けられる " 

ぬ 並列型 

閥工 TE の ニーザが 市場の複数の 段階に存在。 有害化学 

物質の規制を 行 う 当局と。 規制を受ける 側の 
製品を利用する -- 般 国民に対して。 刈 TE が専門家の立場 

力 ちそれぞれに 対して支援を 行 う 場合などであ る。 

ぬ 複雑型 

直列型と並列型が 複合した形式。 製品 安 

る 側面では立ち 入り検査などの 規制支援を通じた 多段階 

的な面を持っが 、 別の側面で は 、 事故情報収集やハンド   

ブックの発行など。 事業者および 消費者の支援を 実施す 

るィ ft     面をもつ，                           

刈 丁ョ の アウトカ ふ を、 数量的に評価可能な 指標が得ら 

                                              経済効果として 発現する前段階 (D N@TR 

百万・ コ                 
  

                        一 瓶 TE り 直 l き @ つな ユーゴ N Ⅱ㌣の洋                                         
                                                      @ アつト カム     こ 暉をとる @ き ユーヨ )           

定性的なアウトカムとして㍊Ⅱの 基盤性に着直した 評価 
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ているのほ約 37% 。 として重要な 活動となる。 このことは、 事業成果をより 
広く利用してもら う ための営業活動と 捉えることができ、 こ 

れを事業実施部門の 業務の一部として 行っていくこととが 

さらに。 ユーザニーズを 反映した結果は、 ユーザ ヘブイ 

一 ドバックすることで 業務改善効果の 確認をするとともに、 

さらなるニーズ (0 発掘を行い。 現在の業務と 市場キュー ザ 
と 結びつけた目標設定や 業務改善を行っていく 

(3j コストベネフィット 分析 ( 事例 ) 
コスト ベネブ イット分析として N@T 裟 成果による経済効果 

の 算出を行った " ここでは " そのうちの 2 つを例示する "   
刈 TE 菌株を利用し 製品に抗菌機能をで 寸加 することで 市   
る 経済効果として、 製品開発における 標準 沫 としての利用 

形態 @ 「 よ る効果を試算。 結果 は約 ㏄億円 "       究 でぼ。 秘 TE アウ ㌃カム評価の 実践を通じ、                       
算 " 籠果は 約 15 億円。 ただし、 リコール対象になった 製品 

                                                                                    とさせて㍉ へ ためには。 ア 
事故自体による 被害額のみで 算定し。 算定困難な他業者 ウ ㌃カム 評使を 。                                                                                                                                                                             

                                                                                                                                                                                                                                                                        善 と新たな目標の 設定に利用するための 活動とすることが   
重要であ るめ づ 結論を得た " 

                                                                                                                                                                          ステ                               法人製品評価技術基盤機構「 鮭掩 年度 アヴ 
イ タポル ダ ; ニーぜ 。 -.) と 接点を持っことが 重要であ り。 これを   
                                                                                                                                                      事業に係る期待 や                                                                                                                                                                                                                                       年度アウ 
意見、 業界動向や市場ニーズぬいた 様々な情報が 取得   
可能であ ることが明滅、 どなった。     法人日本二学アカ ヂ ミ一                 

L 、 ガ ; ユーザとなる 可能性のあ る者 ( 潜在的な ユーザ沌こ対                                                                                                                                                                                                                 
して " N@TE 成果の便益を 享受できるよ 刃こ 努めることも 必、                               ㌃研究技術計画 ゴ Ⅴ㎡． 17%0,3 円                           
要 であ る，したがって。 アウトカムを フオロ @ していくことによ                                                                                                                                     を。 香川県環境保護 

り、 ヱ - サ ' との コミュニケーションを 通じ ニ - ズに 対応した 研究センタ - 所報 第ぉ号 ， 膵 。 ;28  (200 ヰ ) 
業務改善にっなげるとともに、 潜在ユーザともコミュニケー 
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